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	施設区分
	災害時に予測される状況
	支援方法

	病院
	　入院患者の食事提供のほかに、けが人が多数運ばれたり、一般被災住民が避難する場合が予測され、それらに対応した食事提供が求められる。
	入院患者の食事に基本的に施設の備蓄品等で対応するが、それが困難な場合、市町村災害対策本部より救援物資を要請し、対応する。
　生命維持に直結した施設であり、必要な支援がスムーズに行われているか最優先で確認、調整する。

	高齢者福祉施設
	　入所者の食事提供のほかに、在宅の虚弱高齢者をショートステイで受け入れる場合があり、通常より食数が増えることが予測される。
　また、一般被災住民が避難する場合もあり、それらに対した食事提供が求められる。
	　入所者及びショートステイとして受け入れた人への食事は基本的に施設の備品等で対応するが、これが困難な場合、市町村対策本部に救援物資を要請する。
　特に虚弱高齢者の受け入れ等により食数が増加する場合があるので、必要な支援がスムーズに行われているか優先的に確認、調整する。

	社会福祉施設
	　入所者の食事提供の他に、一般被災者に避難する場を提供が求められる可能性がある。
	　入所者の食事は基本的に施設の備蓄品等で対応するが、それが困難な場合、市町村災害対策本部に救援物資を要請する。一般被災住民の食事は市町村災害対策本部より救援物資を要請し、対応する。
　必要な支援がスムーズに行われているか確認、調整する。

	学校
児童福祉施設
	　休校、休園の措置がとられる場合が多い。
　特に学校では避難所として指定される事が多く、市町村によっては施設を利用した炊き出し等が行われる場合がある。
	　給食が休止となるため、要望に応じて再開に向けた指導・助言を行う。
　炊き出しについては、災害対策本部、市町村栄養士等と連携を図りながら不足しがちな栄養素の補給を中心に行う。

	事業所
寄宿舎
	　休業又は営業していても市販の弁当等で対応していることが予測される。
	　給食が休止となるため、要望に応じて再開に向けた指導・助言を行う。なお、食料確保が難しい場合は市町村災害対策本部より休園節医を要請し、対応する。

	一般給食センター
	　休業又は営業していても一部のみ対応等の状況が想定される。
	　給食が休止となるため、要望に応じて再開に向けた指導・助言を行う。また、再開後、避難所の食事(弁当)を受託する場合があるので被災住民の状況を伝える等の連携を図り、栄養確保に努める。


＊「新潟県災害時栄養・食生活支援活動ガイドライン」（平成18年3月）より
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